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1．失業率は前月から 0.3 ポイント低下の 3.5％ 

総務省が 9 月 30日に公表した労働力調査によると、14 年 8 月の完全失業率は前月から 0.3 ポイ

ント低下の 3.5％となった（QUICK集計・事前予想：3.8％、当社予想も 3.8％）。 

労働力人口が前月から 9 万人の減

少となる中、就業者数が前月から 9万

人増加したため、失業者数が前月に比

べ 18 万人の減少となった。労働市場

から退出した人が増えたことが失業

者減少の一因となっている。また、労

働需給をより敏感に反映する雇用者

数は前月よりも 7 万人の減少となっ

た。失業率は大幅に低下したが、内容

はヘッドラインの数字ほど良くはな

い。 

 

雇用者数の内訳を産業別に見ると、公共事業の増加を反映し建設業が前年比 11万人増（7月：同

5 万人増）と 2 ヵ月連続で増加したが、消

費増税の影響を強く受けている卸売・小売

業は前年比▲20万人減と 2ヵ月連続で減少

し、減少幅は 7月の同▲10万人減から拡大

した。消費増税後の生産活動が弱い動きと

なっているにもかかわらず、製造業は前年

比 4 万人増（7 月：同 3 万人増）と増加を

維持している。ただし、新規求人数は伸び

が大きく低下している。生産活動の低迷を

受けて製造業の雇用者数は減少に転じる可

能性が高いだろう。 
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２．企業の求人意欲に陰りも 

厚生労働省が 9 月 30 日に公表した一般職業紹介状況によると、14 年 8 月の有効求人倍率は前月

から横這いの 1.10倍(QUICK集計・事前予想：1.10倍、当社予想も 1.10倍)となった。有効求職者

数が前月比 0.2％と 7ヵ月ぶりの増加となる一方、有効求人数が前月比▲0.2％（7月：同▲0.5％）

と小幅ながら 2ヵ月連続で減少した。有効求人倍率は 14年 6月まで 19ヵ月連続で改善してきたが、

7月、8月と横這いにとどまり改善が一服する形となった。 

有効求人倍率の先行指標である新規求人倍率は前月から 0.04ポイント低下の 1.62倍となった。

依然として高水準にあるものの、新規求人数が前月比▲0.7％（7 月：同▲1.5％）と 2 ヵ月連続で

減少するなど、消費増税後の景気減速を受けて企業の求人意欲がやや弱まっていることがうかがえ

る。 

新規求人数を産業別に見ると、消費増税前には前年比 30％台の高い伸びとなっていた製造業の伸

びが急速に低下し、8月には前年比 1.6％となったほか、建設業（前年比▲5.1％）、サービス業（前

年比▲7.1％）は前年比でマイナスとなった。 
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消費税率引き上げ後の景気は個人消費、生産

関連を中心に弱めの動きが目立っているが、

雇用情勢の改善傾向は維持されている。 

ただし、雇用関連指標はあくまでも景気の遅

行指標であることは念頭に置いておく必要が

ある。前回の消費税率引き上げ時は 97年 5月

をピークに景気は後退局面入りしたが、失業

率、有効求人倍率が悪化し始めたのは 97年秋

から 98年初め頃にかけてであった。 

14 年末にかけては消費増税後の景気減速の

影響が労働市場に明確に現れる可能性がある

だろう。 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

1996 1997 1998

2013 2014 2015

消費増税前後の雇用情勢（％）

(資料）総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」

（倍）

完全失業率（今回） 完全失業率（前回）

（月）

（年）

消費税率引き上げ

有効求人倍率（今回、右目盛）

有効求人倍率（前回、右目盛）


